
２．金融商品の時価等に関する事項
期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

貸借対照表計上額 時 価 差 額

\現金及び預金 5¶100¶506¶131円 5¶100¶506¶131円 0円

]未収入金 251¶107円 251¶107円 0円

^未払金 （3¶392¶755¶495円） （3¶392¶755¶495円） （0円）

_短期リース債務 （1¶043¶885¶219円） （1¶043¶885¶219円） （0円）

`長期リース債務 （1¶432¶084¶363円） （1¶384¶500¶868円） （�47¶583¶495円）

~ 負債に計上されているものは、（ ）で示しております。

貸 借 対 照 表
平成24年３月31日

利用勘定
（単位：円）

科 目 金 額 科 目 金 額

資産の部 負債の部

Ò 流動資産 Ò 流動負債

現金及び預金 2¶987¶083¶561 未払金 709¶816¶848

未収入金 61¶893 未払費用 181¶582¶141

前払費用 5¶252¶205 短期リース債務 33¶397¶007

未収収益 178¶839 預り金 10¶989¶515

流動資産合計 2¶992¶576¶498 流動負債合計 935¶785¶511

Ó 固定資産 Ó 固定負債

１．有形固定資産 資産見返負債
建物 78¶123¶927 資産見返運営費交付

金
793¶829¶668

減価償却累計額 � 2¶319¶801
資産見返物品受贈額 516¶978

75¶804¶126
794¶346¶646機械及び装置 145¶367¶642

長期リース債務 59¶099¶106減価償却累計額 � 94¶736¶872

固定負債合計 853¶445¶752
50¶630¶770

負債合計 1¶789¶231¶263工具器具備品 345¶613¶124

純資産の部減価償却累計額 � 168¶550¶722

Ò 資本金 0
177¶062¶402

Ó 資本剰余金
有形固定資産合計 303¶497¶298 資本剰余金 301¶808¶592

２．無形固定資産
ソフトウエア 581¶820¶882

資本剰余金合計 301¶808¶592

無形固定資産合計 581¶820¶882

Ô 利益剰余金
積立金 17¶848¶479
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_ 回収可能サービス価額
工具器具備品の減損額の測定に当たっては、正味売却価額の算定が困難であることから使用価
値相当額を用いており、当該資産の将来の使用の見込みが客観的に存在しないため、帳簿価額を
減損計上額としております。

［キャッシュ・フロー計算書関係］
１．資金期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 5¶100¶506¶131円
定期預金 � 3¶176¶323¶549円

G G G G G G G G G

資金期末残高 1¶924¶182¶582円

á á á á á á á á á

２．重要な非資金取引
ファイナンス・リースによる資産の取得 69¶847¶262円

［行政サービス実施コスト計算書関係］
引当外退職給付増加見積額のうち、168¶876¶112円については国からの出向職員に係るものでありま
す。
［金融商品に関する事項］
１．金融商品の状況に関する事項

当法人は、資金運用については短期的な預金に限定しており、株式等は保有しておりません。
当法人は、資金調達については運営費交付金によっております。
財政融資金及び金融機関からの借入及び財投機関債の発行による資金の調達は行っておりませ
ん。

（注１） 金融商品の時価に関する算定方法
\現金及び預金、]未収入金、^未払金、_短期リース債務
これらは、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該
帳簿価額によっております。

`長期リース債務
長期リース債務の時価については、元利金の期末残高を同様の新規リースを行った
場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっております。

（注２） 敷金・保証金については、市場価額がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積ること
などができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、金額を記載しており
ません。

長期リース債務のうち一部（216¶167¶290円）については、リース会社との間でリース契
約の変更について交渉中であり、将来キャッシュ・フローを見積ることなどができず、時
価を把握することが極めて困難と認められるため、`長期リース債務には含めておりませ
ん。

［資産除去債務関係］
当法人は、本部事務所（東京都港区）の賃貸借契約書に基づき、事務所の退去時における原状回復
に係る債務を有しておりますが、当該債務に関連する賃借資産の使用期間が明確でなく、将来本部事
務所を移転する予定もないことから、資産除去債務を合理的に見積もることができません。そのため、
当該債務に見合う資産除去債務を計上しておりません。
［重要な後発事象］
該当事項はありません。

˜
Ÿ
�


		2012-11-29T15:07:20+0900
	C=JP, O=National Printing Bureau, CN=Vice President
	国立印刷局
	（なし）




